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応募資格誓約書

（生活福祉資金特例貸付の債権管理等に係る業務委託）
　岐阜県社会福祉協議会会長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　 　印 
「生活福祉資金特例貸付の債権管理等に係る業務委託」の応募申請にあたり、実施要領の記載内容を承諾し、下記の応募資格を全て満たしていることを誓約します。
記

（１）一般財団法人日本情報経済社会推進協会が認定するプライバシーマークまたは情報セキュリティマネジメントシステム認定センターのISMS認証を取得している者であること。
（２）生活福祉資金特例貸付または、類似の債権管理業務の実績が３年以上ある法人かつ、債権管理業務全体のオペレーションを統括・管理し、業務担当者（実務に従事する担当者）の指導・管理ができる管理者（以下、業務管理者）に同業務の経験年数が１年以上ある者を配置できること。
（３）会社更生法に基づき更生手続開始の申立てをしている者または民事再生法に基づき再生手続開始の申立てをしている者でないこと。
（４）次のいずれにも該当しないこと。
①役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。
②暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。
③役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に　損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。
④役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。
⑤役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
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